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研究成果の概要： 
本研究では、バイオガスシステム導入の実例を(1)地域的・大規模集中型、(2)地域的・小（中）

規模集中型、(3)個別型に分類し、加えて海外の中国・内蒙古、ＥＵの事例分析から、バイオガ

スシステムが経済的に成り立つための売電価格の検討や消化液の利用、地域的支援システムと

しての政府等の支援・助成制度の必要性、さらに社会的な評価が高まることなどが必要である

ことを明らかにした。つまり、資源循環型畜産・酪農存続のためのバイオガスシステムの導入・

存続は、共同利用型はもちろん、個別型でも容易ではなく、技術的・経済的・社会的という複

合的に評価されることが重要であることを解明した。 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 3,300,000 990,000 4,290,000 

２００７年度 2,700,000 810,000 3,510,000 

２００８年度 1,700,000 510,000 2,210,000 

年度    

  年度    

総 計 7,700,000 2,310,000 10,010,000 

 
研究分野：農学 

科研費の分科・細目：農業経済学 

キーワード：①資源循環システム②共同利用型バイオガスシステム③個別型バイオガスシステ

ム④複合的評価分析 

 
１．研究開始当初の背景 
先進国の酪農・畜産において最も重要な課

題は、資源循環型酪農・畜産の経営経済面と
生産・技術面の両条件を満たす循環システム
を形成することである。このような循環シス
テムの展開に必要不可欠のもののひとつで、
今日、最も注目される技術として、ふん尿活
用システムとしてのバイオガス利用システ

ムがある。これを畜産・酪農経営内に導入す
ることが重要であると考えるが、その評価が
依然として不明確である。 
 
２．研究の目的 
上記のような認識から、本研究では、資源

循環システム形成のために、畜産・酪農経営
内に導入されてきているバイオガス利用シ
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ステムを、大学・研究施設等の実験や技術的
研究成果を踏まえて分析し、経営経済的評価
とエネルギー収支等の経済的・技術的評価、
及び社会的な評価などの複合的な評価分析
を行うものである。 
 
３．研究の方法 

酪農・畜産の飼養頭数規模拡大によるふん

尿「過剰」・環境問題が発生し、堆肥施設と

堆肥利用、その処理・活用方法として堆肥施

設としてバイオガスシステムを取り入れて

いる道内外の実例の調査分析とバイオガス

施設を導入している試験的研究での調査分

析・考察を通じて評価を行う。具体的には、

地域農業内、広域的な堆肥施設の中でのバイ

オガスの活用の事例と、個別経営内に取り入

れられつつある事例、及び大学に導入されて

いる事例での試験結果も踏まえて検討する。 

 

４．研究成果 

上記の研究目的と方法により、資源循環型

畜産・酪農存続のためのバイオガスシステム

導入の複合的評価分析を以下のように行っ

た。 

（１）大規模共同利用型バイオガスシステム

導入の評価分析 

地域的・大規模集中型バイオガスシステム

導入事例の検討では、水田酪農地帯の山鹿市

と旧八木町の実例、また畑地型酪農地帯の鹿

追町の事例、草地型酪農地帯の別海町の事例

等から経済性の評価分析とリーダーの役割

の重要性、消化液の効用など評価分析を行う

ことから課題の解明をした。 

例えば、本格的に稼動してまだ間もない山

鹿バイオマスセンターでは、各施設の稼働状

況、経営・管理運営状況、その他収支状況に

おいてまだ多くの課題を残している。これら

の問題点の改善のためには、特に稼動の安定

化が重要であると考える。このセンターは、

２年目にはメタン発酵の量やそれに伴う発

電量、発酵後の堆肥と消化液の活用を着実に

行っている。そして、アンケート調査によれ

ば、農家や地域の住民からも評価されている。

また、鹿追町でも十勝はじめての共同利用型

バイオガスシステムが稼働し、ガスの安定的

な発生と発電への利用等で成果を上げつつ

ある。加えて、消化液利用についても肥料効

果等が高いことが明確になりつつある。さら

に、このシステムに参加している鹿追町の酪

農家のアンケート調査より共同利用型バイ

オガスシステムが農家経営に大きな効果を

もたらしつつあるという評価を明確にした。

これは、この施設・システムを推進し、現在

でもプラントの維持を担うリーダーの存在

が大きいことを明らかにした。また、経済的

な維持・展開という点では、自力では厳しく、

町の支援は必要不可欠である。 

このほか、熊本県（株）九州産廃バイオガ

スシステムの例では食品会社などからの生

ごみ処理と、処理後の堆肥を利用し、ナタネ

栽培を行っていることなどによって経済的

な評価を高めていることを明らかにした。 

（２）地域中規模共同利用型バイオガスシス

テム導入の事例分析―岩手県葛巻バイオガ

スプラント 

地域的・小（中）規模集中型バイオガスシ

ステム導入事例の検討では、山地酪農（畜産）

地帯の岩手県葛巻町高原牧場の例から地域

的な支援システムの存在の重要性を明らか

にした。具体的には、この葛巻バイオガスプ

ラントは飼養している育成牛の糞尿を再利

用するという目的のみにとどまらず、地域の

宿泊施設の廃棄物なども投入し、宿泊施設に

クリーンなイメージを持たせる効果も果た

している。また、消化液の提供や堆肥の販売、

その他メンテナンスなどを地域の人々に依

頼するなど地域の活性化にも影響を与えて

いる。 

（３）個別型バイオガスシステム導入の事例



 

 

分析 

高千穂牧場におけるバイオガスシステム

は、経営体の経済的収支のみを評価した場合、

年間約 41万円のマイナスを示した。しかし、

これまでは堆肥の悪臭を取り除くために使

用していた消臭剤が不要となり、消臭費用と

散布のための労力が削減できたことや、バイ

オガスシステム利用による、域内の電気の補

充ができたこと、そしてトラクターエンジン

を発電機として利用したことなどによる施

設経費の削減をしている。また、電力会社と

の契約電力費について、域内における必要電

力の一部を自給することにより、購入電力と

ともに契約電力費も削減できる可能性があ

る。さらに、本来バイオガスシステムが有す

る廃棄物処理としての価値を考えると、高千

穂牧場バイオガスプラントは 12,330,000 円

に相当すると考えられる。加えて、環境負荷

の抑制としても、バイオガスシステムはふん

尿内に内在しているＮ量の、地下水汚染を抑

制する効果がある。高千穂牧場の場合、この

水質保全効果額は 21,366,200円に相当する。

これらのことを踏まえ、全体的に捉えた場合、

高千穂牧場におけるバイオガスシステムは

約 3千４百万円のプラスに値する効果がある

ことを推測した。加えて、酪農へのバイオガ

スシステムの導入は、単にそのシステム（プ

ラント）の経営収支だけでなく、酪農経営そ

れ自体や、牧場等の環境・観光業にも大きな

効果を与えており、牧場全体の経済的評価に

加えて、地域の社会的評価も受けるものと考

えられる。 

（４）大学・試験機関の実験・試験研究と活

用方法 

①生物脱硫装置の設計のあり方などの技術

的な評価検討 

バイオガスシステムの技術的な検討とし

ては、生物脱硫装置の設計要点を以下の 5 つ

にまとめた。第一に、接触材等を充填して、

硫黄の析出可能な表面積を確保すること、第

二に、接触効率（実効表面積）を高めること、

第三に接触材の表面の環境を適切に維持す

ること（効果的な消化液の散布）、第四に装

置内温度を 20～30℃に維持すること、第五に

消化液を pH6.5 以上で維持すること。以上の

ことを考慮した装置を作製することで、消化

液を利用した低コストでメンテナンスの少

ない脱硫システムが構築可能であることを

明らかにした。大学や試験機関での消化液の

農地・草地の散布は、他の肥料と遜色がなく

高い肥料効果があることについても明確に

した。 

②バイオガスの活用実態分析 

バイガスの活用例としては、兵庫県神戸バ

イオガスプラントの発生したバイオガスの

濃度を上げ、圧縮し、公共車両の燃料に使う

という利用法を調査・検討した。また、大分

県日田市バイオガスプラントからは、これは

家畜排泄物法対策として市が建てた家畜排

泄物・生ごみリサイクル施設であり、ごみ処

理コストの低減、畜産環境問題の改善、未利

用バイオマス資源の有効活用など、多くの面

において効果を出していることを明らかに

した。 

（５）海外事例分析 

①個別型バイオガスバイオガスシステム 

 内蒙古自治区は広大で山間部が多く、都市

と農村で格差がある。特に農村部では普段の

生活に利用するためのガスや電気などが一

般的に整備されていない状況である。このよ

うな地域にバイオガスシステム導入はガス

や電気エネルギーを供給するために重要な

施設である。今この施設の安定的な稼動と導

入資金が課題である。後者については、政府

の支援の重要性を明らかにした。すなわち、

バイオガスシステムが経済的に成り立つた



 

 

めの支援・助成があること、またそのような

地域的支援システムとしての政府等の支援

制度や、社会的な評価が高まることが必要で

あることなどを解明した。 

②共同利用型バイオガスシステム 

共同利用型バイオガスシステムについて

は、これまでのデンマークの共同型バイオガ

スシステムの検討を踏まえて、中国内蒙古の

蒙牛会社の大規模バイオガスシステムや新

疆迪篮德乳牛場の大規模共同型バイオガス

発電システムが国の支援で展開しつつある

現状把握と考察をし、その評価検討を行った。

具体的には、システムの導入が間もなく、し

かも導入後のガスの発生やそれを利用した

発電が安定的でなく、経済的な評価ができな

い状況であった。 

③バイオガス利用方法 

バイオガスの利用方法の検討としては、ス

エーデンでのガス浄化と車両燃料としての

利用実態を明らかにした。さらに、ドイツの

再生エネルギー法の検討を行った。すなわち、

これまで電力供給法、再生可能エネルギー法

がいわゆるエコ発電の電力の買い取り価格

を高く設定することを背景にバイオガスプ

ラントは急速な増加をみた。2004 年の再生可

能エネルギー法改正までは、クリーンな電力

を生み出すことに主眼が置かれ、高水準の買

い取り価格という経済的誘導を行ってきた。

それは、再生可能な資源を利用して得られる

エネルギーを増大させることには成果があ

ったとみてよい。バイオガスプラントに即し

ていうならば、プラント数を増やし、クリー

ンな電力を供給する主体を増加させたこと

になる。その裾野が広がったところで、原料

の確保とエネルギー効率が問題視されるよ

うになったといえる。つまり、初期的段階で

は電力というアウトプットの絶対量のみを

追求していたのであるが、普及が一定の段階

に到達し、2004年の改正によってインプット

と効率を重視するようになったとみること

ができる。具体的には、エネルギー作物を利

用しメタン発酵させ、エネルギーを回収し、

発酵残さを圃場に還元するという循環の体

系をつくり出そうとするものであり、バイオ

ガスから得られるエネルギーをできるだけ

有効に利用しようとする姿勢の現れとみる

ことができる。バイオガスプラントの増加を

もたらした法制度は、「量」から「質（方法

と効率）」への転換を目指して改正されたと

評価することができる。 

（６）エネルギー自立型酪農の成立 

本研究ではエネルギー自立型酪農を行な

うために必要となる新エネルギー導入量か

ら実行可能かどうかを酪農規模 60頭，100頭，

250 頭に設定し，検討を行なった。①電力に

おいてはバイオガスプラントにコージェネ

レーションを導入し，発電を行なうことによ

り，酪農家で消費する全電力を賄うことが可

能である。しかし，バイオガスプラントだけ

では糞尿の性状変化などの影響による出力

の不安定さが問題となるため，太陽光発電を

酪農家の規模や需要に合わせて導入するこ

とが重要である。②灯油においてはバイオガ

スプラントにコージェネレーションを導入

し，熱回収を行うことで，酪農家で消費する

灯油熱量を全て賄うことが可能である。③軽

油においては菜種から BDFを製造することで

酪農家において消費する軽油全てを賄うこ

とが可能である。 

現時点では導入する新エネルギーによっ

てイニシャルコストやランニングコスト，売

電単価，余剰資源の有効利用など課題が多く，

普及が拡大していない。そのため，導入意欲

が向上する補助や制度整備，畑作農家や一般

家庭などとの連携が不可欠となる。 

（７）まとめ 



 

 

資源循環型畜産・酪農存続のために導入さ

れたバイオガスシステムが維持・存続するに

は、技術的だけではなく、経済的にも評価さ

れなければならない。さらに、今日では地域

の環境維持やエネルギー的にもという社会

的な評価が必要なことを検討した。特に、大

きな課題はやはりシステム自体が経済的に

成立していく可能性があるかどうかである。

そのためには、バイオガスシステムが経済的

に成り立つための支援・助成があること、ま

たそのような地域的支援システムとしての

政府等の支援制度や、社会的な評価が高まる

ことが必要であることなどを解明した。この

ように、バイオガスシステムの導入、そして

その存続には、共同利用型はもちろん、個別

型でも容易ではなく、技術的・経済的・社会

的という複合的に評価されることが重要で

あることを解明した。 
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